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２
０
２
３
年
12
月
に
厚
生
労
働
省
が

公
表
し
た
「
障
害
者
雇
用
状
況
の
集
計

結
果
」
を
見
る
と
、
民
間
企
業
に
雇
用

さ
れ
る
障
害
者
は
64
万
２
１
７
８
人

で
、
前
年
よ
り
２
万
８
２
２
０
人
増
加

（
対
前
年
比
４
・
６
％
増
）
し
、
20
年

連
続
で
過
去
最
高
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
実
雇
用
率
は
、
12
年
連
続
で
過

去
最
高
の
２
・
33
％
（
前
年
は
２
・

25
％
）
と
な
り
、
着
実
に
障
害
者
雇
用

は
拡
大
し
て
い
ま
す
。

と
が
要
件
で
す
。

　

障
害
者
手
帳
に
は
、
身
体
障
害
者
の

身
体
障
害
者
手
帳
、
知
的
障
害
者
の
療

育
手
帳
、
精
神
・
発
達
障
害
者
の
精
神

障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
の
３
種
類
が
あ

り
ま
す
。

　

精
神
・
発
達
障
害
に
多
く
見
ら
れ

る
、
診
断
を
受
け
て
い
て
も
手
帳
を
取

得
し
て
い
な
い
人
は
、
障
害
者
雇
用
率

の
計
算
で
は
対
象
外
で
あ
る
こ
と
に
も

注
意
が
必
要
で
す
。

　

新
規
求
職
者
と
就
職
者
の
推
移
を
見

て
み
る
と
、
精
神
障
害
者
（
発
達
障
害

を
含
む
）
は
基
本
的
に
は
右
肩
上
が
り

の
グ
ラ
フ
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表

１
︑
２
）。

　

た
だ
し
、
詳
細
に
見
て
い
く
と
課
題

も
浮
き
彫
り
と
な
っ
て
お
り
、
厚
生
労

働
省
は
そ
の
課
題
に
対
応
す
る
べ
く
障

害
者
雇
用
促
進
法
（
以
下
、「
法
」
と

言
い
ま
す
）
を
改
正
し
、
新
た
な
施
策

を
打
ち
出
し
て
い
ま
す
。

半
数
は

精
神
・
発
達
障
害
者

　

雇
用
率
の
算
定
に
含
ま
れ
る
障
害
者

は
、
障
害
者
手
帳
を
保
持
し
て
い
る
こ

　

身
体
障
害
者
（
１
９
７
６
年
）、
知

的
障
害
者
（
１
９
９
８
年
）
の
順
で
雇

用
義
務
の
対
象
と
な
り
、
精
神
障
害
者

（
発
達
障
害
を
含
む
）
の
雇
用
が
義
務

化
さ
れ
た
の
は
、
２
０
１
８
年
と
比
較

的
最
近
の
こ
と
で
す
。
こ
の
た
め
、
精

神
・
発
達
障
害
者
は
就
業
意
欲
と
能
力

が
あ
る
の
に
就
業
し
て
い
な
い
人
が
多

い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

障
害
者
雇
用
施
策
の

方
向
性

　

今
般
の
法
改
正
（
２
０
２
２
年
12
月

16
日
公
布
）
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
大
き
く

み
る
と
量
的
拡
大
と
質
的
向
上
に
分
け

ら
れ
ま
す
（
図
表
３
）。

厚生労働省は、ことし４月から障害者の法定雇用率
を引き上げ、雇用の質的向上に向けた新たな施策を
打ち出しています。障害者雇用施策の動向を概観し、
企業に求められる対応を考えます。

木下　文彦
ラグランジュサポート株式会社
社会保険労務士・中小企業診断士

障害者雇用への
中小企業に求められる

対応とは

図表1　新規求職申込件数

図表２　就職件数

引上げに
４月から法定雇用率が

出典：厚生労働省「令和4年度ハローワークを通じた障害者の職業紹介状況」
（上図とも）
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⑴
　
量
的
拡
大
に
関
す
る
施
策

①�　
法
定
雇
用
率
の
引
上
げ

（
こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
）

　

障
害
者
雇
用
率
制
度
は
、
民
間
企
業

等
に
常
時
雇
用
し
て
い
る
労
働
者
に
障

害
者
雇
用
率
を
乗
じ
た
数
以
上
の
障
害

者
の
雇
用
を
義
務
付
け
る
制
度
で
す
。

　

現
在
、
民
間
企
業
の
法
定
雇
用
率
は

２
・
３
％
で
、
従
業
員
を
43
・
５
人
以

上
雇
用
し
て
い
る
企
業
は
１
人
以
上
障

害
者
を
雇
用
す
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

こ
と
し
４
月
１
日
以
降
は
２
・
５
％

（
従
業
員
40
・
０
人
以
上
）、
２
０
２
６

年
７
月
１
日
以
降
は
２
・
７
％
（
従
業

員
37
・
５
人
以
上
）
に
引
き
上
げ
ら
れ

ま
す
。

②�　
雇
用
率
の
算
定
対
象
の
見
直
し

（
こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
）

　

雇
用
率
の
計
算
は
、
障
害
の
程
度
に

よ
っ
て
決
め
ら
れ
て
い
る
ポ
イ
ン
ト
に

換
算
し
て
行
な
い
ま
す
。

　

現
状
で
は
週
所
定
労
働
時
間
20
時
間

以
上
30
時
間
未
満
の
精
神
・
発
達
障
害

者
は
０
・
５
ポ
イ
ン
ト
（
施
策
的
に

１
・
０
ポ
イ
ン
ト
換
算
と

さ
れ
て
お
り
、
当
面
の
間

継
続
さ
れ
ま
す
）
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
こ
と
し
４

月
か
ら
、
週
所
定
労
働
時

間
10
時
間
以
上
20
時
間
未

満
の
重
度
身
体
障
害
者
、

重
度
知
的
障
害
者
、
精

神
・
発
達
障
害
者
（
以
上

を
「
特
定
短
時
間
労
働

者
」
と
言
い
ま
す
）
が

０
・
５
ポ
イ
ン
ト
と
し
て

算
定
の
対
象
に
加
え
ら
れ

ま
す
（
図
表
４
）。

　

こ
れ
に
よ
り
、
体
力
面

な
ど
で
20
時
間
以
上
の
勤

務
が
難
し
い
精
神
・
発
達

障
害
者
の
就
労
の
促
進
が

見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

③�　
除
外
率
の
引
下
げ

（
２
０
２
５
年
４
月
１
日
か
ら
）

　

障
害
者
の
就
業
が
困
難
と
み
な
さ
れ

る
職
種
に
は
、
障
害
者
の
雇
用
義
務
を

軽
減
す
る
た
め
の
除
外
率
が
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

除
外
率
は
、
２
０
０
４
年
に
廃
止
が

決
定
し
て
い
ま
す
。
２
０
２
５
年
の
一

率
10
％
の
引
下
げ
は
経
過
措
置
の
一
環

と
し
て
行
な
わ
れ
る
も
の
で
す
。
今
後

も
段
階
的
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
ま
す
。

⑵
　
質
的
向
上
に
関
す
る
施
策

①�　
キ
ャ
リ
ア
形
成
と
定
着

（
２
０
２
３
年
４
月
１
日
か
ら
）

　

改
正
法
５
条
で
は
事
業
主
の
責
務
と

し
て
、
障
害
者
の
能
力
の
正
当
な
評
価

と
適
当
な
雇
用
の
場
の
提
供
お
よ
び
、

適
正
な
雇
用
管
理
に
加
え
て
、「
職
業

能
力
の
開
発
・
向
上
措
置
」
が
努
力
義

務
と
し
て
規
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ
（
職
場
適
応
援
助

者
）
の
活
用
に
よ
る
障
害
者
の
定
着
促

進
や
資
格
の
取
得
・
職
業
訓
練
や
研
修

の
実
施
等
に
よ
る
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
促

す
も
の
で
す
。

　

５
条
の
改
訂
は
、
法
３
条
と
４
条
の

「
基
本
的
理
念
」
を
改
め
て
事
業
主
の

責
務
と
し
て
規
定
す
る
こ
と
に
よ
り
、

雇
用
の
質
の
向
上
を
促
進
さ
せ
る
も
の

で
す
。

②�　
助
成
金
の
新
設

（
こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
）

　

①
と
も
関
連
し
ま
す
が
、「
中
高
年

齢
等
障
害
者
職
場
適
応
助
成
金
」
と

「
障
害
者
雇
用
相
談
援
助
助
成
金
」
の

２
つ
の
助
成
金
が
新
設
さ
れ
ま
す
。

　

中
高
年
齢
等
障
害
者
職
場
適
応
助
成

金
は
、
中
高
齢
と
な
っ
た
障
害
者
の
職

務
能
力
の
低
下
に
伴
い
、
職
務
転
換
の

た
め
の
能
力
開
発
や
業
務
遂
行
に
必
要

な
施
設
・
設
備
の
設
置
に
対
し
て
助
成

さ
れ
ま
す
。

　

障
害
者
雇
用
相
談
援
助
助
成
金
は
、

障
害
者
の
雇
入
れ
や
定
着
を
支
援
す
る

事
業
者
（
障
害
者
雇
用
の
支
援
実
績
が

あ
る
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
会
社
や
特
例
子

会
社
）
に
助
成
を
行
な
う
も
の
で
す
。

　

こ
れ
ら
の
助
成
金
の
新
設
に
伴
い
、

障
害
者
雇
用
調
整
金
と
障
害
者
雇
用
報

奨
金
の
支
給
額
も
変
更
さ
れ
て
い
ま
す

（
後
述
し
ま
す
）。

③�　
伴
走
型
支
援

（
こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
）

　

障
害
者
雇
用
の
課
題
と
し
て
、
就
職

後
の
定
着
率
が
挙
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

精
神
障
害
者
の
就
職
１
年
後
の
定
着

率
は
約
49
％
で
あ
り
、
最
も
定
着
率
が

高
い
発
達
障
害
者
で
も
70
％
強
で
す＊
。

前
述
の
「
障
害
者
雇
用
相
談
援
助
助
成

金
」
は
、
そ
の
対
象
と
な
る
よ
う
な
外

部
の
専
門
家
の
伴
走
型
支
援
を
行
な
う

図表３　障害者雇用施策の方向性

図表４　雇用率の算定対象の見直し

＊
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構「
障
害
者
の
就
業
状
況
等
に
関
す
る
調
査
研
究
」（
2
0
1
7
年
）

出典：2023年6月12日開催「第129回労働政策審議会障害者雇用分科会資料」より作成

出典：労働政策審議会・障害者雇用分科会資料等より作成

雇用ポイント
週所定労働時間 身体（重度） 知的（重度） 精神

30時間以上 1 （2） 1 （2） 1

20時間以上30時間未満 0.5 （1） 0.5 （1） 0.5
＊当面の間1カウント

10時間以上20時間未満
＊2024年4月1日から追加 － （0.5） － （0.5） 0.5

量的拡大

❶ 法定雇用率の引上げ
❷ 雇用率の算定対象の見直し
❸ 除外率の引下げ

質的向上

❶ キャリア形成と定着
❷ 助成金の新設
❸ 伴走型支援
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こ
と
で
定
着
率
の
向
上
を
図
り
ま
す
。

　

法
定
雇
用
率
は
、
制
度
が
始
ま
っ
た

１
９
７
６
年
の
１
・
５
％
か
ら
段
階
的

に
引
き
上
げ
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
近
年

の
引
上
げ
に
よ
っ
て
、
法
定
の
雇
用
人

数
を
満
た
す
だ
け
で
障
害
者
社
員
の
能

力
開
発
が
疎
か
に
な
る
「
数
合
わ
せ
の

雇
用
」
に
な
っ
て
い
る
企
業
も
少
な
か

ら
ず
あ
り
ま
す
。
そ
う
し
た
企
業
に
向

け
て
、
雇
用
の
質
の
向
上
を
施
策
と
し

て
打
ち
出
し
て
い
る
も
の
で
す
。

調
整
金
と
報
奨
金
の
金
額
変
更

 （
こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
）

　

法
定
雇
用
率
未
達
成
企
業
の
う
ち
常

用
労
働
者
１
０
０
人
超
の
企
業
か
ら
、

障
害
者
雇
用
納
付
金
（
１
人
当
た
り
月

額
５
万
円
）
が
徴
収
さ
れ
ま
す
。
こ
れ

を
原
資
と
し
て
、
法
定
雇
用
率
達
成
企

業
に
対
し
て
障
害
者
雇
用
調
整
金
（
常

用
労
働
者
１
０
０
人
超
）
や
障
害
者
雇

用
報
奨
金
（
常
用
労
働
者
１
０
０
人
以

下
）
が
支
給
さ
れ
て
い
ま
す
。
助
成
金

の
新
設
に
伴
い
、
こ
の
調
整
金
と
報
奨

金
の
支
給
額
が
変
更
さ
れ
ま
す
。

　

調
整
金
は
支
給
対
象
人
数
が
10
人
を

超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
超
過
人
数
分

へ
の
支
給
額
が
１
人
当
た
り
２
万
３
０

０
０
円
（
本
来
の
額
か
ら
６
０
０
０
円

減
額
）
と
な
り
ま
す
。

　

報
奨
金
も
、
支
給
対
象
人
数
が
35
人

を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
超
過
人
数

分
へ
の
支
給
額
が
１
人
当
た
り
１
万
６

０
０
０
円
（
本
来
の
額
か
ら
５
０
０
０

円
減
額
）
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
ら
の
減

額
分
は
、
新
た
な
助
成
金
の
原
資
と
さ

れ
ま
す
。

企
業
に
求
め
ら
れ
る

対
応
と
は

　

雇
用
率
は
今
後
も
引
き
上
げ
ら
れ
、

就
職
す
る
障
害
者
の
半
数
以
上
は
精

神
・
発
達
障
害
者
と
な
る
な
か
、
企
業

に
求
め
ら
れ
る
対
応
と
は
ど
の
よ
う
な

も
の
で
し
ょ
う
か
。

①　
戦
力
と
し
て
の
障
害
者
雇
用

　

障
害
者
雇
用
を
行
な
う
に
当
た
っ
て

は
、
そ
の
目
的
や
意
義
を
企
業
理
念
や

事
業
戦
略
に
基
づ
い
て
言
語
化
す
る
こ

と
が
重
要
で
す
。
な
お
、
障
害
者
雇
用

の
具
体
的
フ
ロ
ー
は
、
図
表
５
の
と
お

り
で
す
。

　

障
害
者
社
員
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
明

示
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
支
援
を
通
し

て
、
企
業
収
益
に
貢
献
で
き
る
戦
力
と

し
て
の
障
害
者
雇
用
を
考
え
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

②　
社
内
理
解
の
促
進

　

定
期
的
に
社
内
研
修
等
を
行
な
い
、

障
害
者
雇
用
に
関
し
て
現
場
レ
ベ
ル
で

ベ
ク
ト
ル
を
合
わ
せ
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

　

障
害
者
社
員
の
主
な
退
職
理
由
は
、

職
場
の
雰
囲
気
・
人
間
関
係
の
問
題
で

す
。
障
害
者
社
員
の
定
着
に
は
職
場
の

理
解
が
不
可
欠
で
す
。

　

社
内
理
解
を
促
進
さ
せ
る
た
め
に

は
、
何
の
た
め
に
障
害
者
雇
用
を
行
な

う
の
か
、
大
義
名
分
と
し
て
の
雇
用
目

的
の
提
示
が
ポ
イ
ン
ト
と
な
り
ま
す
。

③　
担
当
業
務
の
検
討

　

精
神
障
害
や
発
達
障
害
に
は
様
々
な

症
状
（
障
害
特
性
）
が
あ
り
一
概
に
は

言
え
ま
せ
ん
が
、
一
般
的
に
図
表
６
の

よ
う
な
業
務
が
向
い
て
い
る
と
考
え
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
担
当
さ
せ
る
業
務
を
検
討

す
る
際
は
、
重
要
度
と
緊
急
度
の
２
軸

で
考
え
ま
す
。

　

特
に
突
発
的
な
事
項
や
臨
機
応
変
な

対
応
を
苦
手
と
す
る
精
神
・
発
達
障
害

者
に
は
、
重
要
度
が
高
く
緊
急
性
が
低

い
業
務
が
向
い
て
い
ま
す
。

　

一
連
の
業
務
を
丸
ご
と
担
当
さ
せ
る

の
で
は
な
く
、
そ
の
な
か
の
各
工
程
で

担
当
で
き
る
部
分
が
な
い
か
に
つ
い
て

も
検
討
し
ま
し
ょ
う
。

　

業
務
手
順
を
固
定
し
や
す
い
（
マ
ニ

ュ
ア
ル
化
し
や
す
い
）
業
務
と
し
て

は
、
次
の
も
の
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

⃝
�

紙
の
契
約
書
の
Ｐ
Ｄ
Ｆ
化

⃝
�

郵
送
物
の
封
入
・
封
緘
、
発
送
作
業

や
仕
分
作
業

⃝
�

経
理
業
務
等
で
の
デ
ー
タ
入
力
作
業

⃝
�

社
内
外
の
申
請
業
務
等
の
正
誤
チ
ェ

ッ
ク
作
業

④　
雇
用
ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積

　

障
害
者
雇
用
で
は
、
障
害
者
が
所
属

す
る
部
署
の
業
務
指
示
担

当
者
に
任
せ
き
り
に
な
る

こ
と
が
往
々
に
し
て
起
こ

り
ま
す
。

　

障
害
者
社
員
本
人
や
業

務
指
示
担
当
者
に
対
し
て

上
長
に
よ
る
定
期
的
な
面

談
を
行
な
い
、
個
々
の
問

題
に
対
応
す
る
な
か
で
、

組
織
知
と
し
て
企
業
の
人

材
対
応
能
力
を
向
上
さ
せ

て
い
く
取
組
み
が
求
め
ら

れ
ま
す
。　
　
　
　
　

き
の
し
た
　
ふ
み
ひ
こ　

人
事
部
の
障
害
者
雇
用
部
門
責
任
者
と
し
て
、
採
用
・
定
着
・
教
育
研
修
・
評
価
な

ど
の
雇
用
管
理
全
般
を
担
当
し
、２
０
２
３
年
独
立
。
障
害
者
雇
用
、従
業
員
教
育
等
に
関
す
る
支
援
を
行
な
う
。

図表５　障害者雇用の具体的フロー
❶�採用活動に割ける時間的余裕や予算の検討
（雇用方針の策定）

❷�障害や障害者と接する際の留意点の理解（社
内理解の促進）

❸担当業務の検討
❹採用活動

図表６　精神・発達障害者に適した業務

精神障害者
当人の職歴や能力、興味、病状により
異なるが、柔軟な勤務（時短勤務や
遅出・早帰りなど）と症状に応じたサ
ポート体制のある職場での業務

発達障害者
コンピューターのプログラム開発・デ
バッグ、データ入力・郵便物の封入・
封緘などの定型的な業務
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